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序     文 
 

近年、国際的に、わが国の科学技術を活用した、地球規模課題に関する国際協力への期待が高

まるなか、日本国内でも科学技術外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要

性がうたわれています。 

このような状況を受け、2008 年度より「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業が新設さ

れました。本事業は、気候変動、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課

題に対して、わが国の科学技術を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の

獲得を通じて、わが国の科学技術向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的とし

ています。また、本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、外務省、独立

行政法人国際協力機構（JICA）の４機関が連携して実施するものであり、国内での研究支援は JST

が行い、開発途上国に対する支援は JICA により行うこととなっています。 

ベトナム社会主義共和国では天然ゴムの生産量が近年急激に伸びており、重要な輸出農産品と

して位置づけられるなか、政府としても天然ゴム産業を振興していく方針がとられています。一

方で、ゴムの（分子レベルでの）品質規格の設定や高度利用に向けた製造技術の開発など、これ

まで天然ゴムの工業的な利用にはいくつかの課題が指摘されています。と同時に、ゴムを生成す

る際に出る廃木及び廃液による環境対策も必要とされています。 

今般実施する「天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築プロジェクト」では、研究代表機関

である長岡技術科学大学がもつ優れたゴム加工技術に基づく研究開発が進展することにより、こ

れら課題の解決が図られ、最終的には天然ゴムの優れた品質管理による輸出競争力の拡大、工業

的価値の向上、環境にやさしい生産技術の確立に寄与することが期待され、2010 年度に科学技術

協力案件として採択されました。 

本報告書は、「天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築プロジェクト」の準備作業の一環と

して実施した詳細計画策定調査の結果を取りまとめたものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係者の皆様に心より感謝申し上げま

す。 

 

2011 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 江島 真也 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 

１－１ 調査の背景・経緯 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性

がうたわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応する科学技術

協力」事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規

模課題に対し、わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知

見の獲得を通じて、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目

的としている。 

また、本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology 

Agency：JST）、外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、

開発途上国に対する支援は JICA により行うこととなっている。 

天然ゴムはパラゴム樹の二次代謝産物 である樹液（ラテックス）を原料とする。種々の合成

ゴムが開発されているが、大型車両や飛行機のタイヤ、医療用ゴム製品等においていまだに天然

ゴムは欠くべからざる素材である。現在、全世界での消費量は約 900 万ｔであり、これを産出す

る約 1,000 万 ha のパラゴム樹林では年間約 3.3 億ｔの CO2 を固定していると推測される。また天

然ゴムが最終的に焼却処理されたとしても、排出される CO2はパラゴム樹が固定した CO2であり、

炭素循環型のカーボンニュートラルな素材ともいえる。なお、現時点で、全世界で約 1,400 万ｔ

消費されている合成ゴムは、およそ同量の化石資源を消費しており、それに相当する CO2 を排出

している。 

なお、現時点で、天然ゴムを工業素材として利用するには、いくつかの懸念も残されている。 

 

(1) 不適切な品質規格 

現在の天然ゴムの品質規格は、目視によるごみ（不純物）、色、製造法などを評価項目と

しており、必ずしもゴム自体の弾力性、強度、伸縮性などの物性を反映したものとなってい

ない。このため、物性にばらつきのある天然ゴムを加工する際には、素練りという工程によ

り原料ゴムを均一にする必要があり、そこにエネルギーとコストがかかっている。一方、ゴ

ムの物性は、その分子の末端に結合している微量物質の役割によるが、その末端構造はまだ

十分に解析されていない。この解析手法を開発・標準化して、物性を合理的に評価する手法

が新しい規格として採用されれば、天然ゴムの品質の均一化が図れ、製造時のエネルギーと

コストを削減することができる。 

 

(2) 含有タンパク質による影響 

天然ゴムの原料ラテックスには、植物由来のタンパク質が含有しており、このタンパク質

は以下のように天然ゴム製品に影響を及ぼしている。 

・手袋のような皮膚に接触する製品に天然ゴムが使われている場合、タンパク質がアレルゲ

ンとして作用する。 

・車両走行時の燃費低減が求められているが、タンパク質の存在が軽量で摩擦が少なく制動

性のよいタイヤの製造を困難にしている。 
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こうした影響を低減するため、タンパク質を効率よく除去する高純度天然ゴムの開発技術

を確立することが求められている。また、脱タンパク質化した天然ゴムは、有機系高分子と

してゴム以外の工業原料として利用することが可能であり、燃料電池用電解質、自動車のバ

ンパー等タイヤ以外の部品としても有用であると考えられている。 

 

(3) 天然ゴム廃木の処理 

天然ゴムからラテックスが採取できるのは、約 25 年間である。その後は、現在のところ

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では家具などの木材として利用されて

いるが、天然ゴムの生産量の増大とともに廃木の発生量が増加する可能性があり、有効利用

への関心が高まっている。 

 

(4) 天然ゴム製造過程からの廃水中の天然ゴム残留と廃水処理過程におけるメタン排出 

900 万ｔの天然ゴム製造から発生する廃水は、年間およそ 1,800 万 m3 で、65 万ｔの炭素（う

ち、8 割が天然ゴム成分）を含んでいると推定される。ほとんどがラグーン処理されている

が、その過程において炭素分は多くがメタンガスとして大気放出されている。 

このような背景から、天然ゴムの高性能化、高機能化、用途の拡大をもたらすナノテクノ

ロジー技術及び生産排水・廃木の効率的処理と利用による炭素循環の基盤技術の開発が地球

規模課題対応国際科学技術協力案件としてベトナム国政府から要請された。 

本詳細計画策定調査では、ベトナム国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、カウン

ターパート機関であるハノイ工科大学（Hanoi University of Science and Technology：HUST）

をはじめとする先方政府関係機関との協議を経て、協力計画を策定した。また、ベトナム国

及び実施機関における研究実施体制等、案件実施に必要な情報を収集、整理を行った。 

 

１－２ 科学技術協力プロジェクトに関するベトナム側からの要請概要 

要請案件名 

 

（科学技術）天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築プロジェクト 

Establishment of carbon-cycle-system with natural rubber 

要請機関 

 

ハノイ工科大学 

Hanoi University of Science and Technology 

上位目標 

 

ベトナムではゴム生産量を飛躍的に増やす計画を進めているが、増産に伴

う環境負荷の低減と、用途の拡大と高度化を実現する基盤技術が確立され

る。これにより、クリーン開発メカニズムに貢献する環境調和型天然ゴム

利用システムが構築され、化石資源由来の合成ゴムを天然ゴムに置き換

え、化石資源の消費量削減と CO2 排出量削減に寄与する。 

案件の目標 

 

ハノイ工科大学とベトナムゴム研究所の環境にやさしい天然ゴムの生産、

天然ゴム利用の高度化及び天然ゴムの用途の拡大を実現する技術にかか

る能力が高まる。 

期待される成果 

 

１．天然ゴムの高度利用に対応できる核磁気共鳴（NMR）を利用した精

緻な新世代の評価法が開発される。 

２．省エネ効果の高いタイヤ等を実現する高性能ゴムが開発される。 
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３．天然ゴム由来高機能ポリマーが開発される。 

４．ゴム廃木に効率的なバイオ燃料製造技術が開発される。 

５．高度ゴム廃水処理システムが開発される。 

投 入 

 

１．長期専門家及び短期専門家の派遣 

２．本邦研修 

３．機材供与 

４．研究費等 

協力期間 5 年間 

 

１－３ 調査目的・内容 

プロジェクトにかかる対象国の案件実施体制などを確認し、現地調査及び資料収集を通じて本

案件の方針や実施方法を検討した。また、ベトナム国の各研究機関とプロジェクト実施の妥当性、

討議議事録（Record of Discussion：R/D）の署名・交換に向けた協議を行うことを目的とした。協

議内容は、協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）の署名・交換を通じ、ベトナム側と確認した。 

 

１－４ 調査団構成 

氏 名 分 野 所   属 

白川 浩 

福田 雅夫 

河原 成元 

宇多 智之 

小槻 倫子 

総 括 

研究総括 

研究計画 

調査計画 

評価分析 

JICA 地球環境部環境管理グループ 環境管理第二課長 

国立大学法人長岡技術科学大学 工学部 生物系 教授 

国立大学法人長岡技術科学大学 工学部 物質・材料系 准教授 

JICA 地球環境部環境管理グループ 環境管理第一課 

国際航業株式会社 国際協力事業部 主任技師 

 

上記調査団員に加えて、科学技術振興機構から以下の調査団員が同行した。 

氏 名 所   属 

井上 孝太郎 

高橋 昭男 

  

独立行政法人科学技術振興機構 上席フェロー 

独立行政法人科学技術振興機構 国際科学技術部 

地球規模課題国際協力室 

 

 また、本調査に併せて、日本側研究機関から以下の調査団員が派遣された。 

氏 名 所   属 

山口 隆司 

山本 祥正 

飯島 想 

国立大学法人長岡技術科学大学 環境・建設系 准教授 

国立大学法人長岡技術科学大学 工学部 物質・材料系 助教 

国立大学法人長岡技術科学大学 研究員 

 

１－５ 主要面談者 

＜ベトナム側＞   

(1) Ministry of Planning and Investment (MPI) 

Nguyen Hoang Linh Official, Foreign Economic Relations Department 
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(2) Ministry of Education and Training (MOET) 

Tran Huong Ly  Official, Department of International Cooperation 

Tran Viet Phuong  Official, Department of Finance Planing 

Nguyen Thuy Loan Official, Department of Science and Technology 

 

(3) Ministry of Science and Technology (MOST) 

Luong Thu Huong Official, Department of Technology Appraisal, Examination  

and Assessment 

 

(4) Rubber Research Institute of Viet Nam (RRIV) 

Lai Van Lam  Director 

Nguyen Ngoc Bich Director, Technology Research Center 

 

(5) Hanoi University of Science and Technology (HUST) 

Tran Van Top  Vice President  

Ha Duyen Tu  Vice President  

Dinh Van Phong  Director, Department of Science and Technology 

Mai Thanh Tung  Deputy Director, Department of International Cooperation 

Nguyen Van Xa  Dean, Faculty of Chemical Technology 

 

Group Leader 1 

Phan Trung Nghia  Deputy of Departement, Faculty of Chemical Technology 

 

Group Leader 2 

Trinh Xuan Anh  Faculty of Chemical Technology 

 

Group Leader 3 

Bui Chuong  Director, Polyme Center 

 

Group Leader 4 

To Kim Anh  Director, School of Biotechnology and Food Technology 

 

Group Leader 5 

Huynh Trung Hai  Director、School of Environment Science and Technology 

 

＜日本側＞ 

JICA ベトナム事務所 

築野 元則   所 長 

清水 暁    次 長 

和田 暢子   所 員 
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１－６ 調査日程 

  2010 年 10 月 20 日（水）～10 月 28 日（木） 

  

１－７ 協議結果概要 

詳細計画策定調査団は、2010 年 10 月 20 日から 10 月 27 日までの日程でベトナムを訪問し、ハ

ノイとホーチミンにおいてベトナム側関係者との協議を行い、協議概要を M/M にまとめた（付

属資料 1）。M/M は、研究代表機関であるハノイ工科大学（HUST）の副学長である Tran Van Top

氏と署名・交換した。 

 これらにより、合意されたプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

(1) プロジェクトの基本的枠組み 

プロジェクト名称： 

英文名 Establishment of carbon-cycle-system with natural rubber 

   和文名 （科学技術）天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築プロジェクト 

ターゲット・グループ： 

ハノイ工科大学（HUST）、ベトナムゴム研究所（RRIV） 

プロジェクト期間： 

   プロジェクト開始時期（2011 年 4 月を想定）から 5 年間 

月 日 時 間 調査内容 

10 月 20 日（水）  ハノイへ移動 

10 月 21 日（木） 9:30 

11:00 

14:00～ 

Dr. Ha Duyen Tu, Dr. Nguyen Van Xa 表敬、意見交換 

ハノイ工科大学（HUST）視察 

HUST 協議 

10 月 22 日（金） 10:00～ HUST 協議、プロジェクトの概要決定 

在 JICA ベトナム事務所報告、協議 

10 月 23 日（土）  ホーチミンへ移動 

資料整理、M/M 案作成 

10 月 24 日（日）  国立ゴム園視察、資料整理、M/M 案作成 

10 月 25 日（月） 9:30～ 

 

 

15:00 

ベトナムゴム研究所（RRIV）訪問 

Dr. Lai Van Lam 表敬、意見交換 

天然ゴム生産現場視察、RRIV 協議 

ハノイへ移動 

団内打合せ、M/M 協議 

10 月 26 日（火） 10:00～ HUST 協議、 

M/M 最終確定 

10 月 27 日（水） 10:00～ HUST にて M/M 署名  

団内打合せ、報告書取りまとめ 

ハノイ発 

10 月 28 日（木）  成田空港、関西空港到着 
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プロジェクト実施体制： 

  プロジェクトダイレクター：HUST 副学長  Prof. Tran Van Top  

 プロジェクトマネージャー：HUST 化学技術部 副学部長  Dr. Phan Trung Nghia 

 プロジェクトアドバイザー１：HUST ポリマーセンター 所長 Prof. Bui Chuong 

 プロジェクトアドバイザー２：HUST 科学技術部 学部長 Dr. Nguyen Van Xa 

実施体制は、Project Outline として M/M の Appendix 2 に添付した（和文の実施体制は付

属資料 2 のとおり）。 

 

(2) R/D（案）、PO（案）、マスタープラン（案）及び指標 

R/D 及び PO については、先方と協議の上合意し、それぞれ M/M の Appendix 1、3 に添付

した。PO（案）（和文）及びマスタープラン（案）（和文）は、付属資料 3、4 に添付した。

プロジェクト目標と各成果項目の指標は、M/M の Appendix 4 として添付した。 

 

(3) 合同調整委員会 

合同調整委員会(Joint Coordination Committee：JCC)の設置についてベトナム側と協議を行

い、結果を R/D の ANNEX 6 に添付した。構成委員は、研究成果を行政・社会に対して円滑

に還元できることを考慮した。ベトナム側の主な構成委員は以下のとおり。 

委員長 

 ・Vice President, HUST 

委 員 

・Representative(s) of Ministry of Planning and Investment (MPI)   

・Representative(s) of Ministry of Education and Training (MOET) 

・Representative(s) of Rubber Research Institute of Viet Nam (RRIV) 

 

(4) 知的財産権 

知的財産権については、研究機関同士の共同研究合意文書（Minutes of Understanding：MOU）

のなかで取り扱うこととした。 

 

(5) ベトナム国からの便宜供与 

以下についてはベトナム側の義務であることを確認した。 

 1) 専門家用のオフィス、電気・水道・電話回線の提供、ID カードの交付等。 

 2) 公務員である C/P にかかる経費（給料・日当・調査旅費等）の負担。（プロジェクトのみ

に臨時に雇用する補助員、人夫等については、日本側経費負担とすることが可能） 

 3) プロジェクト専門家の人数や構成に応じた C/P の配置とプロジェクトの現地研究活動等

への積極的な関与。 

 

(6) 投入資機材 

投入機材が案件終了後も継続的に利用されるよう留意して、プロジェクト終了後も自立発展

的に活用される機材を選定した。 
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(7) 主な現地調査項目 

 具体的な現地調査項目は、評価グリッド（付属資料 6）を、調査結果は第５章を参照。 

1) HUST の組織、人員配置、C/P 要員リスト（特に、天然ゴム技術分野の現状） 

2) HUST 内でのプロジェクト実施場所・スペース（日本人専門家執務室、機材設置場所、

研修場所等） 

3) 研究協力機関（ベトナムゴム研究機関）の概要と人員配置、C/P 要員リスト、プロジェ

クトへの参加形態 

4) JCC の構成人員・機能を含めた全体的なプロジェクト運営・管理・モニタリング体制 

  5) HUST と各研究協力機関とのプロジェクト実施における指示命令系統確保の可能性 

6) 現地実証実験がプロジェクト活動に含まれる場合は、その実現性（技術・組織・管理の

各側面）の検証 
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図２－１ 天然ゴムの末端構造の解明 

 

図２－２ ナノマトリックス構造の三次元イメージ 

第２章 プロジェクトの内容及び実施上の留意点 
 

２－１ プロジェクトの内容 

天然ゴムは、アジア地域の有望な植物資源であるパラゴム樹から産出され、工業的に利用され

ている唯一の植物資源由来のゴムである。年間 900 万ｔ程度の天然ゴムが世界で消費されている

が、需要に供給が追いつかない危機的状況にある。さらに、天然ゴムの価格は、1992 年には 77

円/kg、2008 年には 300 円/kg 以上、2009 年 9 月には 150 円/kg、2010 年には 300 円/kg 以上と乱高

下を繰り返し、現在では 350 円/kg 程度と価格が 4 倍以上にまで高騰している。このような状況

は、日本の基幹である自動車産業を圧迫しており、超軽量タイヤの開発による天然ゴムの消費量

低減や生産性の高いゴムの樹の育種に期待が高まっている。一方、合成ゴムは年間消費量約 1,400

万ｔで全ゴムの 60％を占める。化石資源由来であり、ほぼ同量の化石資源を消費し、廃棄後はい

ずれ CO2 を排出する。一方、天然ゴムは廃棄後に CO2 を排出しても、大気由来であるためニュー

トラルである。さらに、パラゴム樹の栽培で年間約 3.3 億ｔの CO2 が固定されており、合成ゴム

を天然ゴムに置き換えれば年間最大で追加的に約 5.1 億ｔの CO2 固定が見込まれる。 

本研究は、ベトナムがめざす天然ゴムの大幅な生産拡大と地球温暖化対策を背景に、ベトナム

において実装できる天然ゴムの高度精製有

機材料生産技術と分子レベルでゴムの構造

を改変するゴムナノテクノロジーを核とす

る天然ゴムの利用の高度化（農産物から高

分子材料―工業原料への転換）と用途の拡

大を実現する技術、天然ゴム生産現場で有

効な排水処理技術やゴム廃木からの次世代

バイオ燃料生産技術をベトナム側と共同で

開発することを目的とする。ゴムナノテク

ノロジーとは、天然ゴムにナノメートルレ

ベルの相分離構造を形成し、力学物性及び

電気物性を改良することである。 

天然ゴムの高度精製技術と評価技術並

びにゴムナノテクノロジーの開拓と利用に

よる高性能ゴムやプロトン伝導性等の機能

に優れたポリマーの開発（項目(1)～(3)）、

ゴム廃木からのバイオ燃料生産技術の開発

(4)、ゴム加工廃水のメタン生産型先進処理

技術の開発(5)を実施し、天然ゴムの利用の

高度化と用途の拡大並びに排水・廃棄物の

資源回収型処理を実現し、二酸化炭素排出

抑制に効果のある持続可能な植物資源利用

炭素循環技術の確立をめざす。 

(1) 新規天然ゴム評価法の開発 

天然ゴムの末端に官能基が存在すると低燃費性及び濡れた路面での優れた制動性が達成
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できる。しかしながら、現時点では、天然ゴムの末端基の構造は特定されていない。新開発

の磁場勾配固体 NMR プローブにより末端構造の解明が可能になる。この末端構造の解析技

術を確立し、工業原料として品質を合理的に等級化できる新規天然ゴム評価法を開発する（図

２－１）。また、天然ゴムの末端基の構造と力学物性の関係、及びこの関係に基づく天然ゴム

の評価法と規格を作成する。定期的にシンポジウムを開催し、ベトナムや日本の天然ゴム生

産者及び使用者が天然ゴムの評価法を確立し、規格を新規に制定することの重要性を理解で

きるようにする。 

 

(2) 高性能ゴムの開発 

低燃費性及び濡れた路面での優れた制動性が達成できる原料ゴム（高性能ゴム）を作製す

るために、天然ゴムの精製技術を改良し、ベトナムに実装する高度精製技術を確立する。窒

素含有率が 0.01w/w％のタンパク質化天然ゴムを 1 日 1.5ｔ生産するプラントを製造する。天

然ゴムの窒素含有率が低下すると低燃費に優れたタイヤの原料ゴムになる。 

 

(3) 新規高機能ポリマーの開発 

電子の輸送能力に優れたスルホン基を有するナノマトリックス構造（図２－２）をもった

高性能ゴムを作製する。この高性能ゴムを用いて、燃料電池用電解質などを開発する。 

 

(4) ゴム廃木からの次世代バイオ燃料生産技術の開発 

パラゴム樹の廃木に適した破砕法、分解微

生物、分解酵素を選抜・改良し、結晶領域を

含む廃木のセルロース繊維を効率的に分解す

る酵素群（エンドグルカナーゼ、セロビオヒ

ドロラーゼ、β-グルカナーゼ）とこれらをも

つ微生物を開発し、次世代バイオ燃料を生産

する技術を確立する（図２－３）。 

 

(5) 資源回収型廃水処理技術の開発 

ゴム製造・加工廃水からのゴム資源回収・

ゴム残渣分解処理を含む廃水処理技術を確立

し、ゴムやメタンの回収率の向上により高度

資源回収型廃水処理技術を開発する（図２－

４）。 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ 酵素法によるセルロース分解モデル 

図２－４ 天然ゴム廃水処理のフロー 
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２－２ プロジェクト実施上の留意点 

本プロジェクトは、新規標準化法（規格）の作成、新規概念の創出、新規技術の開発をめざし

ている。そこで以下に示す点に留意する必要がある。 

(1) 新規天然ゴム評価法の開発においては、研究期間内にベトナムにおける天然ゴムに関する

新規標準化法（規格）の担当省庁への提出をめざしている。それゆえ、それら省庁の担当官

との情報共有に努める。また、シンポジウムや勉強会では、生産者、使用者及び大学教員や

国立研究所研究員等の中立者を招待し、研究の進捗状況や社会動向の情報を正確に伝えるよ

うに努める。一方、研究においては、天然ゴムの製造時に加えられた防腐剤や安定剤が天然

ゴムの末端構造の解析を妨げる可能性がある。その場合には、生産現場にて無添加の天然ゴ

ムを採取して評価を実施する。また、NMR 分析で末端構造のシグナルが得られにくい場合

には、試料を分子量分別し、低分子量画分だけについて構造解析を行って解決する。 

 

(2) 高性能ゴムの開発では、窒素含有率が 0.01w/w％以下の脱タンパク質化天然ゴムの生産を

めざしている。文献（特開 1994－56902）では、天然ゴムはタンパク質と結合しているため

窒素含有率は 0.014w/w％以下にはならないとされている。しかしながら、研究室レベルで窒

素含有率 0.01w/w％以下を達成した代表機関の実績から、天然ゴムはタンパク質と結合して

いないと推測される。項目(1)において、天然ゴムの一部の末端がタンパク質に結合する傾向

がある場合、天然ゴムの末端がタンパク質に結合する原因を解明し、結合を防止する化学的

処理を施す必要がある。また、ベトナムの水は、日本の水と硬度や不純物含有量等が異なる

ため、ベトナムに適した開発を行わなければならない。それゆえ、早期に、天然ゴムの精製

に従事するベトナム側研究者を育成することに努める。 

 

(3) 新規高機能ポリマーの開発における燃料電池用に、粒子径の小さいスキムゴムを用いて電

解質を合成して高強度の電解質膜を開発する。一方、ベトナム側は三次元電子線トモグラフ

ィ法などを用いたナノマトリックス構造の解析技術に対する経験に乏しく、解析が正確に行

えない可能性がある。長岡技術科学大学でトレーニングを行い、ベトナム側研究者のスキル

アップを図る。 

 

(4) ゴム廃木からの次世代バイオ燃料生産技術の開発において、ゴム廃木に含まれるゴム成分

が分解・糖化の妨げになる可能性がある。その場合にはゴム成分の除去にイソプレン分解微

生物の活用を検討する。 

 

(5) 資源回収型廃水処理技術の開発において現地で適用可能で現地に適した技術の確立が求

められるが、ベトナム側には装置の運用や性能解析等に必要な環境工学系の人材が不足して

いる。この状況を解決するため現地における環境保全技術のレベルアップと相互の人的交流

を緊密に行って人材育成に努める。 
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第３章 国際共同研究の視点（本現地調査における JST からのコメント） 
 

３－１ 採択された研究計画内容との整合性について 

ベトナム側との意見交換や協議及び現地調査を通し、マスタープランを中心に研究計画内容が

よくブラシュアップされ、基本的に日本で採択された研究計画に変更を加える必要がないことを

確認した。 

JST としては、本研究プロジェクトの上位目標を「10 年以内に化石燃料利用の合成ゴムからカ

ーボンニュートラルな天然ゴム利用に置き換え CO2 を年５億ｔ削減する。」とし、具体的研究目

標を、「高品位な天然ゴム材料生成とその高度利用技術（高性能・高機能）及び国際標準となり得

る品質評価手法の開発」、「低環境負荷型生産プロセスの開発」としている。 

目標達成のために以下の５つのサブテーマごとに開発されるべき科学技術成果が設定されて

いる。 

1) 天然ゴム品質評価技術 

2) 高性能ゴムの生成とその生産技術 

3) 新規高機能ポリマーの生成とその生産技術 

4) バイオ燃料生産技術 

5) 資源回収型廃水処理技術 

高品位天然ゴムの産業化・利用拡大が最大の課題であり、企業との連携が不可欠であるが、天

然ゴムの品質評価手法の標準化も、研究開発と同時に関係省庁、関係団体等との標準化へ向けて

の協議が不可欠であり、研究の進展とともに政策立案機関を交え社会実装が検討されていくとい

うチャレンジングな成果目標である。 

一方、今回の調査において、両国の研究責任者間で成果目標に沿った活動内容が具体的に協議

され、本事業への意識の共有・役割分担が明確になったと考える。 

 

３－２ ベトナム側の研究体制・能力について 

ハノイ工科大学1がベトナム側研究組織の中核をなし、ベトナムのゴム研究を代表するベトナム

ゴム研究所（Rubber Research Institute of Viet Nam：RRIV）がハノイ工科大学と共同で現状の処理

施設で無制限に排出されている温室効果ガス（GHG）の低減を実現するゴム廃水処理開発を担う

ことになる。 

対処方針会議時には、相手国研究代表者 Dr. Phan Trung Nghia の若さ（30 代前半）が、国際共

同研究運営能力への一抹の不安要素として浮上していたが、今次の調査の結果、研究者としての

能力の高さに加え、組織体制のマネジメント能力も十分備えた研究者であり、円滑な本国際共同

研究の展開に支障がないことが確認できた。 

一方、RRIV については、ベトナム政府の国営企業 VRG（ベトナムゴム・グループ）の傘下に

ある研究所であり、ベトナム農業省、VRG 及びそのほかから研究資金を獲得している。当研究所

は、80 名程度の研究者を擁する、ベトナムでの最有力のゴム研究組織であり、品質評価手法の標

準化、温室効果ガス低減、廃水処理技術等における研究成果の社会実装面で十分に貢献されるも

のと期待される。 

                                                        
1 2010 年 4 月、名称を変更：（新）HANOI UNIVERSITY OF SCIENCE AND TECHNOLOGY（旧）HANOI UNIVERSITY OF 

TECHNOLOGY 
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３－３ 国際共同研究遂行上のリスクの所在 

ベトナム側負担の研究施設設置予算の確保や所要期間など、不確実性が存在する。また、相手

国研究代表者である Dr. Phan Trung Nghia のリーダーシップに依存する研究体制となっており、研

究体制への柔軟性の確保、研究全体の調整と研究項目ごとの研究責任者との連携強化などのリス

ク回避を図るよう期待する。 

 

３－４ ベトナム側の期待 

日本との国際共同研究により創出される科学技術成果がベトナムの基幹産業である天然ゴム

産業の技術革新へつながるものと、強い期待が確認された。 

 

３－５ 知的財産権について 

すでに、長岡技術科学大学側から MOU 案がハノイ工科大学に送付され検討されている。 

ベトナムゴム研究所とも、創出された研究成果を広く公開しゴム産業に普及させていく方針で

あることも確認でき、知的財産権の取り扱いも含めた国際共同研究契約が支障なく締結されるも

のと期待している。 

 

３－６ その他 

(1) 日本の科学技術政策への貢献 

日本の最先端の天然ゴム研究による、 

1) 天然ゴムの生産、利用の拡大 

2) 主要ゴム生産国における環境調和型天然ゴム生産体制への転換支援 

3) 温室効果ガス削減への日本のリーダーシップ強化への支援 

4) 超軽量タイヤ開発、超精製ポリマー開発等に関するイノベーション 

5) 開発された低環境負荷型廃水処理技術の東南アジアへの普及等 

科学技術の振興、国際的に活躍できる人材の育成、技術と人材のネットワークの強化、

及び産業の振興につながることが期待される。 

 

(2) 科学技術の情報発信 

内外でのシンポジウム開催等、アウトリーチ活動に積極的に取り組まれるよう期待する。 

 

(3) コンプライアンス 

相手国の尊厳、主権の尊重と法律を遵守し、互恵と友好関係に基づく研究活動に留意をし

ていただきたい。 
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第４章 団長所感 
 

ベトナム政府から協力要請のあった科技協力案件「天然ゴム利用における炭素循環システムの

構築プロジェクト」について、詳細計画を策定するため先方関係機関であるハノイ工科大学

（HUST）とベトナムゴム研究所（RRIV）の関係者と協議を行い、活動計画ほかの主要事項を

M/M に取りまとめ、署名・交換した。先方との協議を通じ、本プロジェクトの意義と成果達成の

見通しについて確認することができた。 

本プロジェクトは、再生可能資源である天然ゴムの工業用材料としての改良推進と産業利用時

の環境負荷の低減を二本の柱としており、ベトナムにおける天然ゴム関連産業の振興と強化にか

かる政策を科学技術の面から支援できると期待される。また、産業界への直接的な貢献のみなら

ず、工学系の高等教育機関である HUST における教育・研究能力の強化にも大きく貢献できるも

のと期待される。 

本調査の準備段階では、先方の実施体制について若干の懸念があったが、協議の結果、先方代

表者としてハノイ工科大学で強い指導力があり、研究プロジェクト関係を統括する副学長（PD）

を頂点に、本プロジェクトで期待する成果群に関するベトナム側代表研究者であり、日本で博士

の学位を取得した Nghia 化学部副部長（PM）のもと、プロジェクトを実施する体制とすることで

合意できたことから、実施体制について問題はないと思われる。 

現時点で残る懸念は、研究実施に必要な機材の設置場所であるが、機材を設置するための建屋

が新設されない場合への備えとして、より現実的な代替案についても受入れ大学としての検討が

既に開始されていることから、案件を開始予定の 2011 年 4 月までには必要な場所を確定できる見

込みである。 

本調査は、長時間かつ度重なる協議を通じ、先方の会議への参加度合いや協議内容のレベルか

ら、先方関係者の意気込みや意欲の強さが感じられた。これは HUST のみならず RRIV でも同様

であったことから、本プロジェクト開始後も現在のような積極的な姿勢が両機関において継続さ

れることが期待される。 

おわりに、ベトナム・日本国側双方の関係者が互いにメリットを感じられる活動が円滑に展開

され、科学技術と教育の両面で所期の成果を上げられるよう関係者一同に期待したい。 
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第５章 事業事前評価結果 
 

５－１ プロジェクトの背景と必要性 

(1) 天然ゴム製造の現状と課題 

ゴムはタイヤ、免震設備、医療・衛生用品等に用いられる、極めて有用な工業素材であり、

天然ゴムと合成ゴムに大別される。 

天然ゴムはパラゴム樹の二次代謝産物1である樹液（ラテックス）を原料とする。種々の合

成ゴムが開発されているが、大型車両や飛行機のタイヤ、医療用ゴム製品等においていまだ

に天然ゴムは欠くべからざる素材である。現在の消費量は約 900 万ｔであり、これを産出す

る約 1,000 万 ha のパラゴム樹林では年間約 3.3 億ｔの CO2 を固定していると推測される。ま

た、天然ゴムが最終的に焼却処理されたとしても、排出される CO2 はパラゴム樹が固定した

CO2 であり、炭素循環型のカーボンニュートラルな素材ともいえる。 

一方で、現在約 1,400 万ｔ消費されている合成ゴムは、およそ同量の化石資源を消費して

おり、それに相当する CO2 を排出する。 

こうしたことから、天然ゴムは合成ゴムより地球温暖化防止の観点から優れており、合成

ゴム 1,400 万ｔを天然ゴムで置換すれば、新たなパラゴム樹により 5.1 億ｔ/年2もの CO2 固定

効果が期待できる。 

 

1) 不適切な品質規格 

現在の天然ゴムの品質規格は、目視によるゴミ（不純物）、色、製造法などを評価項目

としており、必ずしもゴム自体の弾力性、強度、伸縮性などの物性を反映したものとなっ

ていない。このため、物性にばらつきのある天然ゴムを加工する際には、素練りという工

程により原料ゴムを均一にする必要があり、そこにエネルギーとコストがかかっている。 

一方、ゴムの物性は、その分子の末端に結合している微量物質の役割によるが、その末

端構造はまだ十分に解析されていない。この解析手法を開発・標準化して、物性を合理的

に評価する手法が新しい規格として採用されれば、天然ゴムの品質の均一化が図れ、製造

段階でのエネルギーとコストを削減することができる。 

2) 含有タンパク質による影響 

天然ゴムの原料ラテックスには、植物由来のタンパク質が含有しており、このタンパク

質は天然ゴム製品に以下のように影響している。 

① 手袋のような皮膚に接触する製品に天然ゴムが使われている場合、タンパク質がアレ

ルゲンとして作用する。 

② タイヤのライフサイクルにおいて最も CO2 の排出量が大きいのは使用段階であるが、

タンパク質の存在がタイヤのエネルギー効率を阻害している。 

③ 電気自動車などの次世代車両に車体の軽量化が求められているが、天然ゴム中のタン

パク質の存在が製造過程における反応の制御を阻害している。脱タンパク質化により反

応の精密な制御が可能となり、タイヤを軽量化できる。 

                                                        
1 植物が生合成し、その生育上、必要不可欠ではない化合物。 
2 この数値は天然ゴムプランテーションがもつ CO2 固定量のみを算定したものである。天然ゴムプランテーションが開発され

る場合には、その前後の土地利用の変化から CO2 固定量の増減を算定する必要がある。 
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このため、タンパク質を効率よく除去する高純度天然ゴムの開発技術を確立することが

求められている。さらに、脱タンパク質化した天然ゴムは、有機系高分子としてゴム以外

の工業原料として利用することが可能であり、燃料電池用電解質、自動車のバンパー等タ

イヤ以外の部品として有用であると考えられている。 

3) 天然ゴム廃木の処理 

天然ゴムからラテックスが採取できるのは、約 25 年間である。その後は、現在のとこ

ろベトナムでは家具などの木材として利用されているが、天然ゴムの生産量の増大ととも

に廃木の発生量が増加する可能性があり、有効利用への関心が高まっている。 

4) 天然ゴム製造過程からの廃水の処理過程におけるメタン排出 

全世界 900 万ｔの天然ゴム製造から発生する廃水は、年間およそ 1,800 万 m3 で、65 万ｔ 

の炭素（うち、8 割が天然ゴム成分）を含んでいると推定される。ほとんどがラグーン処

理されているが、その過程において炭素分はほとんどがメタンガスとして大気放出されて

いる。メタンガスは CO2 の 21 倍の温室効果をもたらすことから、廃水中の炭素分を適切

に回収してメタンの排出を抑制する必要がある。 

 

(2) ベトナム国における開発政策と本事業の位置づけ 

1) 地球温暖化政策からみた位置づけ 

ベトナムは、地球温暖化による影響に最も脆弱な国の一つであるとの認識から、気候変

動枠組条約や京都議定書の調印、それらの国際約束を順守するための国内組織の整備など、

地球温暖化に積極的に対応する姿勢を見せている。2008 年には、分野横断的で包括的な取

り組みの方向性を「気候変動対策にかかる国家目標プログラム」（National Target Program to 

Respond to Climate Change：NTP-RCC）として策定している。今後は NTP-RCC に沿って気

候変動シナリオの検討、気候変動対応策を特定するための指針の作成、各セクターや各地

域ごとの対応策の特定などが行われる予定であり、具体的な課題に対する政策アクション

が策定されることとなる3。 

また、気候変動と並行してエネルギー需要の増加にも対応する必要があることから、

2007 年に策定された国家エネルギー戦略では 2020 年における再生可能エネルギーによる

発電量を全体の 5％にする目標を掲げている。 

地球温暖化問題に対するこうしたベトナム政府の積極的な取り組みは、高品質化、高機

能化、利用拡大、及び生産工程からの温暖化ガスあるいはエネルギー回収によって、カー

ボンニュートラルな天然ゴムの利用価値を高めようとする本件の主旨と合致していると

考えられる。 

 

2) 天然ゴム産業政策からみた位置づけ 

ベトナムの天然ゴム生産量は近年急激に伸びており、2008 年は 66 万ｔに達した（出所：

FAO）。そのほとんどが輸出され、農産品輸出額ではコメ、コーヒーに次ぐ重要な輸出品で

ある。ベトナム政府は今後とも天然ゴム産業を振興していく方針であり、2020 年の生産量

は 120 万ｔ、輸出量は 100 万ｔを目標としている。 

                                                        
3 これについては別途、JICA の「気候変動対策支援プログラム（I）」での支援が始まったところである。 
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このようなベトナムにおける天然ゴム産業振興政策に対して本プロジェクトは、優れた

品質管理による輸出競争力の拡大、天然ゴムの工業的価値の向上、環境に優しい生産技術

の確立という点において貢献するものと考えられる。 

 

(3) ベトナム国に対するわが国と JICA の援助方針と実績 

「対ベトナム国別援助計画（外務省、2009 年）」は、対ベトナム支援の 4 つの柱を掲げ、

そこには「経済成長促進・国際競争力強化」及び「環境保全」が含まれている。また、同計

画では気候変動対策の視点を重視する必要性を指摘し、ベトナムにおける気候変動対応政策

の取り組みを支援していくことを表明している。上記の援助分野については JICA としても

同様の取り組みを行うとして重視している。 

よって、本プロジェクトは、「経済成長促進・国際競争力強化」に関しては、ベトナムの

主要農産品としての重要性が増している天然ゴムの市場性を高め、ベトナムの天然ゴム産業

の振興に資するものと期待される。また「環境保全」や気候変動対策の面からみれば、天然

ゴムの生産プロセスに起因するメタンガスを回収し、ゴム廃木からバイオ燃料を生成するこ

とによって、天然ゴムの生産に伴う環境負荷の低減をめざす。そして、カーボンニュートラ

ルな資源としての天然ゴムの有効性を高めて合成ゴム生産に伴う化石資源の消費あるいは

CO2 排出を削減することによって、気候変動の緩和、あるいはクリーンなエネルギーの利用

促進の観点から気候変動へのベトナム政府の取り組みに寄与するものである。 

さらに、昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高ま

るとともに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用

の必要性・重要性がうたわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課

題に対応する科学技術協力」事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感

染症をはじめとする地球規模課題に対して、わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共

同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが国の科学技術力向上とともに、開

発途上国の研究能力向上を図ることを目的としている。また、文部科学省、JST、外務省、JICA

の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対する支援

は JICA が行うこととなっている。 

 

(4) 天然ゴムに関する日本・ベトナム関係 

日本は天然ゴムを 100％輸入している。輸入元はインドネシア（53.3％）、タイ（44.2％）、

ベトナム（1.4％、以上％は 2009 年の輸入量に対する割合）となっており、ベトナム産天然

ゴムは割合としてはまだわずかである。また、ベトナムからの天然ゴム輸出においても、中

国への輸出が 6 割以上を占めるが、日本への輸出は 2.0％程度である（2008 年）。このように、

天然ゴムの日本・ベトナム貿易は、量的には大変に限定的である4。 

一方で、日本の大手ゴム製品メーカーのなかには、ベトナムでの合弁会社設立、生産工場

立ち上げ、あるいはゴム製品販売会社設立など、近年、ベトナムとの産業連関を深めている

メーカーもあり、今後関係が強化されていくと考えられる。 
                                                        

4 データ出所は以下のとおり。 
日本の天然ゴム輸入：帝国書院 http://www.teikokushoin.co.jp/statistics/map/index14.html（2010 年 11 月アクセス） 
ベトナムの天然ゴム輸出：United Nations Commodity Trade Statistics Database  (http://comtrade.un.org/db/default.aspx) による HS
コード 4001 番代の合計値（メタデータ：General Statistics Office in Vietnam）。 
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(5) 実施機関の概要 

1) ハノイ工科大学（Hanoi University of Science and Technology：HUST） 

HUST は 1956 年に教育訓練省の管轄化に設立された専門大学である。開学以来、国家の

経済発展に貢献すべく、多くの優秀な技術者を輩出している。産学連携に資する多数の研

究拠点が設置されており、産業界への影響力が大きいばかりでなく、学長経験者が科学技

術大臣になるなど、政治力も有している。 

また、本プロジェクト日本側実施機関の長岡技術科学大学との間では、学術交流協定に

基づく共同研究が 1999 年から続けられており、ツイニングプログラム5による学生の相互

教育も 2003 年より実施され、これを調整する長岡技術科学大学事務所も HUST 内に設け

られている。したがって、両大学はプロジェクト実施機関として極めて良好な共同研究基

盤が確立されているといえる。 

本プロジェクトの研究活動に従事する研究者が属するのは、以下の組織である。 

・化学技術学部（Faculty of Chemical Technology：FCT） 

ベトナムにおける天然ゴム研究をリードしており、本プロジェクトの研究全体の取りま

とめとしての役割を担う。 

・ポリマーセンター（Polymer Center：PLM） 

全国に 2 つ設けられているポリマーの National Key Laboratory の一つであり、ポリマー

研究の拠点として位置づけられている。 

・環境科学技術研究所（Institute of Environmental Science and Technology：INEST） 

環境モニタリングや廃水処理、廃棄物処理に関する研究実績を蓄積しており、民間企業

との連携した研究事業も多数手がけている。 

・バイオテクノロジー食品化学学部（School of Biotechnology and Food Technology：SBFT） 

HUST はリグノセルロースからのバイオエタノール開発を重要な研究課題の一つと考え

ており、HUST 内の複数機関において研究活動が行われているが、その中軸を担ってい

る。 

 

図５－１に HUST の組織図を示す。この図において、上記組織は太字斜体で示されてい

る。また、それぞれの職員数、学生数などを表５－１に示す。 

                                                        
5 ベトナムで日本語教育を含む学部教育を実施したのち、日本で専門教育を受ける制度。 
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図５－１ HUST 組織図 
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表５－１ HUST 及び関係組織の職員数等 

 HUST FCT PLM SBFT INEST

職員数 1,800 170 30 75 8

 うち、研究職にあるもの 1,500 138 20 65 6

学生数 35,000 2,100 30 650 10

 

また、HUST と FCT の予算構成を、表５－２に示す。 

 

表５－２ HUST 及び FCT の予算構成 

 Budget items 

Breakdown of Budget by Year 

 (billion VND) % 

2008 2009 2010 

 HUST 67.00 80.00 85.00 100 

1 Man-power 6.70 8.00 8.50 10 

2 Materials & Supplies 26.80 32.00 34.00 40 

3 Equipments, instrument 18.09 21.60 22.95 27 

4 Travel, field expenses 1.34 1.60 1.70 2 

5 Outsourcing, services  6.70 8.00 8.50 10 

6 Other direct costs  3.35 4.00 4.25 5 

7 
Overheads and common 
supporting expenses 

3.35 4.00 4.25 5 

 FCT 6.50 7.00 8.00 100 

1 Man-power 0.65 0.70 0.80 10 

2 Materials & Supplies 2.60 2.80 3.20 40 

3 Equipments, instrument 1.76 1.89 2.16 27 

4 Travel, field expenses 0.13 0.14 0.16 2 

5 Outsourcing, services  0.65 0.70 0.80 10 

6 Other direct costs  0.33 0.35 0.40 5 

7 
Overheads and common 

supporting expenses 
0.33 0.35 0.40 5 

 

2) ベトナムゴム研究所（Rubber Research Institute of Viet Nam：RRIV） 

RRIV は 1941 年に設立されたベトナム唯一のゴム研究機関である。国内生産量の 3 分の

2 を生産している 37 の国営企業を統括する Viet Nam Rubber Group（VRG）に属し、国際ゴ

ム研究機構（International Rubber Research and Development Board：IRRDB）のメンバーにも

なっている。育種や環境汚染対策に関する調査・研究、品質管理、生産者への技術支援等

を行っており、研究のため 900ha のプランテーションも有している。組織体制及び職員数

は図５－２のとおりであり、職員数のうち、約 80 名が研究者である。 
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出所：RRIV  

図５－２ RRIV 組織図 

 

表５－３には RRIV の収支状況を示す。うち、研究予算とあるのは、主として VRG から、

ほかに民間企業、農業協同組合省、科学技術省からの研究委託事業予算である。 

 

表５－３ RRIV の収支状況 

（単位：ベトナムドン）  

 2007 2008 2009 

I. Budget for researches 2,826,068,077 4,775,391,114 6,862,293,573

II. Business activities*   

Total revenue 77,267,259,266 91,873,529,471 87,960,153,464

Total cost 56,307,677,931 77,835,152,839 73,858,233,525

Total income 20,959,581,335 14,038,376,632 14,101,919,939

III. Fixed capital 45,215,429,582 443,529,848,829 50,234,538,542

IV. Investment 6,749,630,106 5,501,487,491 11,383,472,475

Rubber plantation 1,346,128,559 1,373,840,146 1,776,213,663

Equipment & building 5,403,501,547 4,127,647,345 9,607,258,812

* RRIV プランテーションでの生産活動、RRIV 近隣の小規模農園との取引、生産者へのトレー

ニングを指す。 

出所：RRIV 

 

(6) 当該分野における他ドナーの支援動向 

  本プロジェクトに関係する研究分野においては、いずれのベトナム側研究機関においても

他ドナーの支援は受けていない。 

 

５－２ プロジェクト概要 

(1) プロジェクトの目的 

ベトナムがめざす天然ゴムの大幅な生産拡大と地球温暖化対策を背景に、天然ゴムの利用

の高度化と用途の拡大を実現する技術、及び天然ゴム生産現場で有効な廃水処理技術やゴム
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廃木からの次世代バイオ燃料生産技術を、ベトナム側研究機関と共同で開発し、ベトナム側

研究機関の天然ゴム研究開発能力の向上を図ることを目的とする。 

 

(2) プロジェクトの意義 

本プロジェクトは、５－１で述べたプロジェクトの背景と必要性にかんがみ、JST との共

同事業として、ベトナムの研究機関と共同で地球規模課題となっている温室効果ガスの削減

や化石資源の枯渇に対応すべく天然ゴムによる炭素循環型システムの研究・開発を実施し、

その成果の社会実装をめざす。 

本プロジェクトで対象とする研究開発課題は、天然ゴムの生産現場と直結した技術開発を

伴うため、効果的かつ実効性のある研究を遂行するためには、現場を有する相手国研究機関

との共同研究が欠かせない。また天然ゴムは、その工業的有用性ゆえに、開発途上国が生産

し日本をはじめとする先進諸国が消費するとの世界的な市場構造をもっており、天然ゴムの

利用の拡大とその地球環境への寄与拡大に向けて、先進国と途上国が共に協力していくこと

は意義深い。このように、本プロジェクトでは日本・ベトナム両国の研究機関が共同して研

究開発を行うことが重要であり、地球規模課題となっている温暖化効果排出抑制に効果のあ

る持続可能な植物資源の高度利用を切り開く具体的取り組みの事例となり得る。 

さらに、日本の研究機関にとっては本研究課題において JST 事業による国内での研究開発

を進めると同時に、本技術協力プロジェクトとの連携・補完によって途上国における社会実

装を実現する研究開発が進められるメリットがある。また開発した技術や研究成果の社会実

装結果をフィードバックして、日本における更なる新技術開発の種を得ることも期待される。

一方、ベトナムの研究機関にとっては日本で開発された技術や研究成果を基礎として、それ

を自国に適したものに進化・深化させることができ、所定の研究開発成果を短期間に上げる

ことが期待できる。また、共同研究を実施することにより、ベトナム側実施機関の研究開発

能力の向上につながるとともに、ほかの天然ゴム産出国に対し技術的指導力を発揮される可

能性もある。本プロジェクトで得られた研究成果は、天然ゴムを活用した新製品開発の可能

性を広げ、天然ゴム産業の発展に資する研究機関の役割の再評価にもつながることが期待さ

れる。 

 

(3) 協力期間 

協力機関は 5 年間を計画している。 

 

(4) 協力総額（JICA 側） 

JICA 側の協力総額は、約 3.9 億円である。 

 

(5) 実施体制 

ベトナム側実施機関 HUST とその協力機関である RRIV、並びに日本側実施機関である長

岡技術科学大学と国内参画機関である国立環境研究所は、付属資料 3 のプロジェクト・アウ

トライン（実施体制図）に示される体制によって本技術協力プロジェクトを実施する。 

すなわち、各活動レベルでは、成果ごとに日本人専門家 2～4 名、ベトナム人研究者 5 名

程度からなる研究グループを形成し、それぞれのグループリーダー並びにそれら 5 つの研究
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グループ全体の統括リーダーを、日本・ベトナム国側双方で置く。このベトナム側の統括リ

ーダーは、本プロジェクトの研究課題の全体概要を最も的確に把握していることからプロジ

ェクトマネジャーも務め、HUST の科学研究担当副学部長をプロジェクトダイレクターとす

る。さらに、プロジェクト活動に直接参画しない第三者、すなわちベトナム側省庁や JICA

ベトナム事務所、ベトナム日本国大使館などの代表者を含む JCC が、多面的にプロジェクト

の進捗をモニタリングあるいは調整し適宜計画を修正していく予定である。 

 

(6) プロジェクトの基本計画 

プロジェクトの詳細活動計画（Plan of Operation：P/O）を付属資料 3 に示す。 

1) プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、「ハノイ工科大学とベトナムゴム研究所の環境にやさしい天然ゴ

ムの生産、天然ゴム利用の高度化及び天然ゴムの用途拡大を実現する技術にかかる能力が

高まる」である。 

2) 成果と活動 

本プロジェクトでは、上記のプロジェクト目標を達成するために以下の５つの具体的成

果が実現することを目標とする。 

成果１：天然ゴムの高度利用に対応できる核磁気共鳴（NMR）を利用した精緻な新世代の

評価法が開発される。 

成果２：省エネ効果の高いタイヤなどを実現する高性能ゴムを開発する。 

成果３：天然ゴム由来高機能ポリマーが開発される。 

成果４：ゴム廃木からのバイオ燃料製造のための技術が開発される。 

成果５：高度ゴム廃水処理システムが開発される。 

 

 プロジェクトの各成果の達成を図る指標としては以下のものを設定する。 

指標１： 

1-1. ベトナム国内標準案を標準化委員会へ提出する。 

1-2. ベトナム国内標準案に対応する国際標準案を作成する。 

指標２： 

2-1. 窒素含有量が 0.01w/w％以下の精製天然ゴムを工業的に応用するための技術プ

ロセスが開発される。 

指標３： 

3-1. プロトン伝導度 0.1 S/cm 以上を示すポリマーが開発される。 

指標４： 

4-1. 微生物を利用した分解プロセスが、糖化率 50％以上を達成する。 

指標５： 

5-1. 天然ゴム精製後のラテックス廃水からのゴム回収率 90％を達成する。 

5-2. 残存廃水からのメタン回収率 80％を達成する。 

 

上記の成果を実現するためのプロジェクト期間中の具体的な活動は以下のとおりである。 
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成果１の活動 

1-1. ベトナム新鮮天然ゴムについての NMR 測定データの解析を実施する。 

1-2. ベトナム市販天然ゴムについての NMR 測定データの解析を実施する。 

1-3. 天然ゴム末端構造と物性との関係を調べて、新しい標準を検討する。 

1-4. 新しい標準にかかわるラウンドロビン方式試験6を民間企業の協力を得て実施

し、新しい標準の妥当性を検証する。 

1-5. ベトナム国内標準案を標準化委員会へ提出し、国際標準案を作成する。 

 

成果２の活動 

2-1. ベトナムにおいて実験室レベルの天然ゴム除タンパク質技術を検討する。 

2-2. ベトナムにおいて天然ゴム精製（除タンパク質）テストプラントを設置する。 

2-3. 天然ゴム精製テストプラントを用いてタンパク質非含有天然ゴムの生産試験を

行う。 

2-4. 天然ゴム精製テストプラントを用いてタンパク質非含有天然ゴムのサンプルを

調製する。 

2-5. タンパク質非含有天然ゴムサンプルの物性を検証する。 

 

成果３の活動 

3-1. タンパク質非含有天然ゴムを化学修飾してナノマトリックス構造を形成する。 

3-2. ナノマトリックス構造化天然ゴムの三次元分子構造の解析を行う。 

3-3. ナノマトリックス構造化天然ゴムを更に修飾してイオン伝導性を高める。 

3-4. ナノマトリックス構造化天然ゴム生産をスケールアップする。 

 

成果４の活動 

4-1. 廃木の前処理破砕技術を検討するため評価手法を確立する。 

4-2. 最適な前処理破砕法を確立する。 

4-3. セルロース分解に最適な微生物のスクリーニング方法を確立する。 

4-4. 最適なセルロース分解微生物を分離・保存する。 

4-5. 前処理済みサンプルでの微生物による分解試験を行う。 

4-6. 最適分解微生物の分解酵素の分解性能を評価する。 

4-7. 分解微生物のコレクションを構築する。 

4-8. 分解微生物を変異処理により改良する。 

4-9. 最適なゴム廃木分解プロセスを構築する。 

 

成果５の活動 

5-1. 現状の廃水及び処理水の水質と天然ゴム精製廃水の組成を調査する。 

5-2. 実験室レベルの処理装置（リアクター）をハノイ工科大学に設置し、試験運転す

る。 

5-3. 廃水や汚泥試料の分析方法を確立する。 

                                                        
6 複数の試験機関に同一試料を回して測定を行う共同作業の方法 
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5-4. 現状の廃水処理システムにおける温暖化ガス発生量と微生物構成を調査する。 

5-5. 実験室レベルリアクターの運転方法を最適化する。 

5-6. 実験室レベルリアクターの廃水処理性能を把握する。 

5-7. パイロットスケールのリアクターを設計する。 

5-8. パイロットスケールリアクターをベトナムゴム研究所に設置する。 

5-9. パイロットスケールリアクターの廃水処理性能を把握する。 

5-10. パイロットスケールリアクターの廃水処理プロセスを最適化する。 

5-11. ゴム廃水処理リアクターの設計指針を作成する。 

5-12. 高度ゴム廃水処理システムによる温室効果ガス削減効果を見積もる。 

 

(7) 投 入 

1) 日本側 

① 専門家：業務調整を含む長期専門家 2 名及び短期専門家約 10 名（長岡技術科学大学及

び国立環境研究所の研究者を想定する。これらの専門家は研究課題（成果）ごとに分

担して、現地実証研究のための基礎研究実施（JST 事業）、現地実証研究（共同実施）、

現地調査データ・実験データの分析等を行う。） 

② 供与機材：本プロジェクトで実施する共同研究・開発項目に必要な分析機材、天然ゴ

ム精製テストプラント、排水処理（ラボスケール、パイロットリアクター）を HUST

および/または RRIV に供与する。 

③ 本邦研修：カウンターパートを対象として 3～4 名程度/年とする。 

④ 在外事業強化費：プロジェクト運営、特に日本側投入にかかわる経費等を必要に応じ

て支弁する。 

なお、詳細については日本側予算の範囲内で先方との協議によって決定する。 

 

2) ベトナム側 

① C/P：プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャーを含め、HUST、RRIV

の研究者が C/P として参加する。各研究課題に対応して C/P を割り当て、それぞれ現

地実証研究にかかわる準備、調査研究、実験装置据付・保守管理、実証実験設備建設、

設備運転、データ収集・分析等を行う。 

② 施設、機材等：実験装置・設備の据付あるいは建設のための建物や土地、既存の実験

室及び専門家執務スペース（照明器具、電気設備、机、椅子等を含む）をベトナム側

が提供する。また、ベトナム側は本プロジェクト実施に必要な予算を手配する予定で

ある。 

 

５－３ プロジェクトのモニタリングと評価 

(1) 実施体制と内容 

活動と成果の進捗状況と達成状況のモニタリングは日本人専門家の協力のもとに HUST を

中心とするベトナム側 C/P 機関が主体的に実施する。成果とプロジェクト目標の達成にかか

わる評価項目と具体的な数値目標は既述のように設定されているが、プロジェクトの進捗に

応じて、その適切性を見直し適宜修正や追加等を行う必要がある。JCC の監督と日本人専門
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家のアドバイスのもとでプロジェクトダイレクターがモニタリングにかかわる全体の調整と

実施を行う。 

 

(2) 評 価 

モニタリングと評価の実施のタイミングは、事業の中間年の年度後半に中間レビュー調査、

案件終了日から 3～6 カ月前に終了時評価調査を計画するとともに、必要に応じて運営指導調

査等を実施する。また、5 項目評価の観点から評価は、妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、⑤自立発展性の項目について行う。ただし自立発展性は、終了時評価調査において詳細

を検討することとし、それ以前の中間レビュー調査あるいは運営指導調査では可能な限りに

おいて行う。 

 

５－４ 外部・内部条件（リスク）と今後の検討必要事項 

(1) 供与機材の的確な調達、運転維持管理指導と持続的活用への支援 

本プロジェクトでは最先端機器を含む各種の実験用機材が供与される計画となっている。

これらは、プロジェクト活動における必要性とそれらを受け入れる HUST の技術的能力、ベ

トナムでの機器本体や試薬等消耗品の調達の実現可能性を考慮して、最適と判断されるもの

を選定した。しかし、現在のところその設置場所が確定していない。HUST は建物の新築あ

るいは改築により新しくゴム研究所を設立し、そこへ供与機材（特に成果 1～3 に関連するも

の）を設置し、学内のゴム研究の拠点としたい意向であるが、そのための予算はまだ教育訓

練省へ要求中である。適切な設置場所の確保は、今般署名された M/M にて機材調達の条件

として明記されており、早期の設置場所確保が強く望まれる。 

また、技術的能力は十分と見込まれるとはいえ、HUST に始めて導入される機器が多いこ

とから、日常の運転維持管理のためにベトナムにおける丹念な技術指導及び日本での効果的

な研修が肝要である。外部のメンテナンスエージェントや試薬等の調達先とのネットワーク

構築や維持管理費用の確保も含め、プロジェクト終了時に自立的な運転維持管理体制が確立

されるよう、持続的活用を視野に入れた支援が強く望まれる。 

 

(2) 柔軟なプロジェクト活動の計画管理 

研究開発を主体とするプロジェクトの不可避な特性として、これまでに前例のない研究課

題にも取り組むことから、目標達成までのすべてのプロセスが予見できるわけではない。 

さらに、本プロジェクトにおいては、上記のように、現時点では調達機材の設置場所が確

定されておらず、機材調達は設置場所の確定を条件としている。このため、機材調達のタイ

ミング次第では、日本の機材を用いて活動することになる。また、成果 1 に関しては、規格

案の作成には科学技術行政に関する知見も要求されることから、規格案の技術的構想が練ら

れていく段階で規格の立案・承認手続に精通した人材の協力を得ていくことが望ましい。成

果 4 や 5 に関連した活動では、HUST へ廃木と廃水を外部から持ち込むことになっており、

RRIV からの調達、またはハノイ近郊の商業農園や木材加工業者からの入手を想定している

が、まだ明確には計画されていない。 

したがって、プロジェクトの実施中に活動計画、投入計画を柔軟に修正し、かかるプロセ

スの不確実性に対処する必要がある。 
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(3) 外部機関との連携 

本プロジェクトは、国際的にも新しい評価法に基づく規格の確立と、天然ゴムの利用の高

度化・用途拡大・環境負荷の低減のための技術の導入により、ベトナムの天然ゴム産業に新

しい展望をもたらすものと期待されている。黎明期にあったベトナムの天然ゴム産業が近年

著しい成長をみせ、更に大きな飛躍が見込まれている現状において、プロジェクトの意義が

確実に天然ゴム産業に理解され成果が浸透していくことは極めて重要である。 

幸い、HUST 並びに RRIV は既に天然ゴム産業界とは強い連携関係をもっているため、こ

れを活用し、プロジェクトの活動期間中からセミナー・ワークショップなどの場で天然ゴム

産業界に対し積極的に情報提供をしていく必要がある。 

新規格の策定は、プロジェクトの協力対象とする技術分野とは異なる政策的・制度的ノウ

ハウが必要であり、本プロジェクトの成果としては求めていない。しかし、本プロジェクト

によって科学的に裏づけられた評価法がベトナムの新標準として規格化されることは、成果

の社会実装という観点から強く期待されている。ベトナム側はプロジェクト実施体制とは別

途、科学技術省の担当者を含む検討委員会を設置する意向であり、新規格の意義と策定の効

果について科学技術省に理解を求め、規格案作成へ協力を求めていくべきと考えられる。 

くわえて、本プロジェクト期間中に作成する新規格案をもとに、国際標準案を作成する計

画となっているが、天然ゴムがわが国にとって重要な工業原料であることを踏まえ、これら

案の策定過程においてはわが国天然ゴム産業関係者とも適切な情報共有がなされるべきであ

る。 

 

５－５ ５項目評価と結論 

(1) 妥当性 

1) 妥当性 

以下のように、温暖化という地球規模課題からみた重要性、ベトナム政府及びわが国政

府の政策との整合性、手段としての適切性により、本プロジェクトの妥当性は高い。 

① 温暖化という地球規模課題からみた重要性 

地球温暖化への対応のために、CO2 排出削減あるいは CO2 固定が求められている。本

プロジェクトは天然ゴムの利用の高度化あるいは用途拡大により、合成ゴムをはじめと

する化石資源由来の素材を天然ゴムで置換し、天然ゴム樹による CO2 固定能力を有効活

用しようというものである。また、天然ゴム生産過程より生じる廃液の新規処理法とゴ

ム廃木からのバイオ燃料生産技術の開発により、従来の廃水処理からのメタン放出量や

化石資源消費の削減が期待される。したがって、本プロジェクトは世界の地球温暖化対

応ニーズに合致したものといえ、重要性が高い。 

② ベトナム政府の政策との整合性 

本プロジェクトは地球温暖化対応に資する天然ゴムの有効性を高めることから、３.

（２）で述べたようなベトナム政府の地球温暖化に対応した取り組み、あるいは天然ゴ

ム産業の推進政策に合致しており、高い妥当性が認められる。 

③ 日本国の援助政策との整合性 

本プロジェクトはベトナム政府が推進する天然ゴム産業の振興、及び天然ゴムの生産

に伴う環境負荷の低減をめざしていることから、先述の「対ベトナム国別援助計画（外
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務省、2009 年）」が掲げる「経済成長促進・国際競争力強化」及び「環境保全」という

支援の柱に合致している。また両文書が、対ベトナム援助において特に留意すべき事項

としている気候変動対策についても、メタンガスの排出抑制やバイオ燃料生成のための

技術開発を研究課題としている点において整合している。 

④ 手段としての適切性 

HUST は、ベトナムで始めての科学技術系大学として開学し、以来、国の工業化を担

うエンジニアを多数輩出している。また、同大学は長岡技術科学大学との学術交流関係

が良好であり、共同研究体制を構築する基礎がすでにできている。産業界との連携もあ

り、長岡技術科学大学と共同研究した天然ゴム精製技術が HUST を通じて産業界に取り

入れられた実績もある。 

また、HUST の協力機関として本プロジェクトに参画する RRIV は、ベトナムの天然

ゴム産業の振興に資する研究を長年手掛け、天然ゴムの品質認証機関でもある。天然ゴ

ムの生産施設も有し廃水処理も行っているため、成果４あるいは成果５の活動に RRIV

の参画は重要であるとともに、RRIV は天然ゴム業界の技術面におけるリーダー的存在

にあることから、プロジェクトの成果が産業界に実装されるうえでも重要な位置にある。 

一方、日本側実施機関の長岡技術科学大学は、天然ゴム精製や精製天然ゴムの工業的

用途拡大等に関する研究において、日本のみならず世界的にも秀でた研究実績を有して

いる（成果 1～3）。また成果 4、5 の鍵となる微生物スクリーニングと育種や菌株改良な

どの分野においても、高度な知見を蓄積しており、セルロースの糖化あるいはゴム廃液

の微生物処理において優れた研究実績を残している。国内参画機関である国立環境研究

所は地球温暖化に関して日本の研究拠点であり、ゴム廃水処理における地球温暖化抑制

効果の把握にその知見が大いに生かされる。 

このように、本プロジェクトは適切な実施機関の協力のもとに実施されるものといえる。 

また、関連する研究分野において、これまでも、他のドナーの支援を受けておらず、

本プロジェクトが成長期にあるベトナムの天然ゴム産業を支える技術基盤の確立に、直

接的に、また最大限に、その効果が発揮されることが期待できる。 

なお、本研究成果は、業界において実績のある研究機関による成果であり、実用化に

おいては日本企業の参画や特許取得も期待されるものである。特に性能のよりよいエコ

タイヤの生産や、カーボンニュートラルな材料（天然ゴム）を使用した製品開発が見込

まれ、将来的には企業にとっても経済効果を得られる可能性が高い。 

 

(2) 有効性 

以下の理由により、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

1) 成果とプロジェクト目標との因果関係 

成果１は天然ゴムの利用の高度化と用途拡大に不可欠な天然ゴムの合理的な品質管理

を可能にするものである。成果２は高性能ゴムの開発による利用の高度化、成果３は燃料

電解質、自動車内装材等、用途拡大をめざすものである。また成果４、５は天然ゴムの生

産現場での環境負荷を減らす試みであり、これらにより環境に優しい生産が実現する。い

ずれの成果も HUST、RRIV との共同研究を経て達成されることから、その過程においてそ

れら研究機関における関連技術の能力向上が図られる。 
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2) 成果からプロジェクト目標に至る外部条件の状況 

成果達成に向けた共同研究に携わり研究開発技術を習得したベトナム側研究者が、プロ

ジェクト終了時までプロジェクト活動を続けていることが重要な外部条件である。その条

件が満たされるには、ベトナムにおける天然ゴム産業振興の重要性、及び HUST における

天然ゴム研究の優位性が保たれることによって、ベトナム側研究者が研究を継続する環境

が組織的・金銭的に維持されること、そしてベトナム側研究者自身が探究心を持ち続ける

ことが必要である。現時点においては、それらが充足される見込みは高いと判断される。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

1) ベトナムゴム研究所（RRIV）との連携 

本プロジェクトでは、ベトナムで既にゴムの研究を行っている RRIV との連携が予定さ

れており、RRIV が保有する機材の活用が見込めるため、日本から供与する機材は本研究

にとって必要不可欠の物に限られる見込み。 

2) 活動・投入と成果との因果関係 

本プロジェクトでは、5 つのアウトプットに対して、日本・ベトナム国側双方から研究

者が参画して研究グループを構成している。研究者はそれぞれ、本プロジェクトに関連し

た研究実績を有しており、多岐にわたる成果達成に向けて人員配置がなされているものと

考えられる。特に、達成されるべき成果に対し日本側研究者の派遣数は７～10 名と、他の

科学技術協力案件と比較しても少ない。一方、ベトナム側研究者は 20 名近くおり、現地

のリソースを活用した案件投入計画となっている。 

また、本プロジェクトの活動計画は、成果を達成するために必要十分な内容となってお

り、計画どおりに活動が実施されれば、効率的な成果達成が可能である。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトは、以下に述べる理由により、天然ゴムという炭素循環型の資源を活用し

た天然ゴム産業の新規展開に貢献できるものと考えられる。 

開発される標準化手法は、ベトナムの新規格として採用されれば、ベトナム産の天然ゴム

が物性を反映した規格にて評価されるために市場価値が高まり、また、この新規格がその有

用性から世界標準と認められれば、天然ゴムに対する工業的価値が高まることが想定される。

ただし、ベトナム規格あるいは国際標準の変更が、日本の天然ゴム産業関係者に無用な混乱

を起こすことも考えられ、新標準化手法に関する積極的な情報発信が求められる。 

タンパク質を除去する精製技術は、指標で掲げているように窒素含有量 0.02w/w％のレベ

ルにまで開発されれば、タンパク質アレルゲンフリーの天然ゴム製品の製造、タイヤのエネ

ルギー効率の向上、天然タイヤの軽量化などさまざまな利用の高度化が見込まれる。これら

により、天然ゴムの合成ゴムに対する比較優位性が高まり、合成ゴムの天然ゴムによる置換

が促進されることが想定される。 

天然ゴムからの伝導性の高い新規高機能ポリマーの開発は、燃料電池用電解質や伝導性ゴ

ムの開発への大きな一歩となり、また、天然ゴム以外にもさまざまな植物が二次代謝産物と
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してポリイソプレンを生成していることから、ひろく植物由来ポリイソプレンによる化石資

源の置換に貢献し、化石資源依存の低減につながるものと期待される。 

天然ゴム廃木の生物処理による糖化 50％が達成されれば、天然ゴム廃木のバイオ燃料化に

おける技術的課題は解消され、ベトナム国のエネルギー政策とも合致しているため、技術の

実用化の推進が見込まれる。 

新廃水処理システムでは、メタン回収はベトナムの気候変動対応政策とも合致しており、

ゴムの回収も 90％という高い回収率が達成されれば、RRIV と民間生産業者とのネットワー

クを踏まえると、今般の実証研究が生産現場へ展開されていくことが想定される。 

さらに、本プロジェクトは各成果の達成を通じ、ベトナムの天然ゴム学会が設立されるレ

ベルにまでベトナム側研究機関の能力が向上することをめざしている。これが達成されれば、

本プロジェクトで開発された技術が上記のように展開していくばかりでなく、天然ゴムに関

する他の研究開発も活性化されることが期待される。 

 

(5) 自立発展性 

以下の理由により、本プロジェクトによる効果が期待どおりに発現されれば、十分な自立

発展性に至る可能性が高いと考えられる。 

1) 政策・制度面での自立発展性 

既述のように、ベトナムでは天然ゴム産業を積極的に振興していく政策であり、この政

策が今後とも維持されるものとみられる。また地球温暖化、気候変動に関する政策も、今

後日本その他ドナー国の支援を得つつ、一層強化されていく方向性にある。これらのこと

から、本プロジェクトによる成果の持続的推進は国家政策と合致し、政策的に自立発展性

が損なわれるリスクは最小限であると考えられる。 

また、本プロジェクトで開発される標準化手法は、その工業利用の観点からみた合理性

と市場競争におけるベトナム産天然ゴムの品質向上の必要性から、規格としての制度化さ

れる可能性は高く、規格化により本プロジェクトの成果が持続的に効果を発揮することと

なる。 

2) 組織・財政面での自立発展性 

HUST、RRIV 共にその歴史や規模、実績などを考えると、組織的な自立発展性は今後と

も見込まれる。本プロジェクトにより天然ゴム分科会が設立されれば、その設立メンバー

として重要な責任を負い、また国内外の研究者とのネットワークも構築されていくため、

より組織力が強化されていくことが期待できる。さらに、本プロジェクトで作成されたベ

トナム規格案が正式に採用されれば、その運用において HUST と RRIV は引き続きベトナ

ム天然ゴム産業界にとって重要な役割を担うことになる。 

こうした組織力の向上とあわせて、本プロジェクトにより高度な技術能力が開発されれ

ば、継続的な研究活動の重要性が関係機関に認識され、研究業務の需要も高まっていく可

能性がある。なお、両組織とも国の機関であることから、財政的な懸念などはなく、自立

発展性への影響は少ない見込み。 

3) 技術面での自立発展性 

供与される予定の各種機材の運転管理技術は、ベトナム研究者に確実に定着するよう、

ベトナム国内における密度の高い技術指導と日本での研修を重ねていくことが計画され
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ており、またベトナム技術者にも既に技術の素地が十分にあることから、必要な技術が習

得される見込みは高い。 

また、本プロジェクトで開発される新しい標準化技術は、ラウンドロビン方式試験によ

ってその有効性が的確に評価され、規格として採用されることになれば、市場において規

格適用の必然性が自ずと発生するため、ベトナム側実施機関のみならず国内関係機関に広

く定着していくものと考えられる。 

天然ゴムからタンパク質を除去することによる高度化技術は、アレルギーフリーな手袋

などのゴム製品、高燃費タイヤ、軽量タイヤ等、また、天然ゴムからのポリマー開発技術

は、燃料電池用電解質や伝導性ゴムなど、天然ゴムのさまざまな工業的利用を可能にする。

また、学会内に天然ゴム分科会が設立され活動が軌道に乗れば、ベトナム天然ゴム産業界

からの新規技術への関心が大いに高まるものと期待される。ベトナム政府の天然ゴム産業

振興政策という追い風のなかで、HUST、RRIV がこれまで構築してきた産業界との強い連

携が更に発揮されれば、本プロジェクトで開発される天然ゴムの利用の高度化・用途拡大

のための技術の工業的利用に向けた次なる展開が期待できる。 

バイオ燃料開発は HUST においても最近特に注目を集めている技術分野の一つであるた

め、本プロジェクトで開発される廃木の糖化技術が更に実用レベルへと発展していく可能

性は高い。廃水処理技術も、従来より HUST と RRIV で研究されてきたテーマであり、本

プロジェクトにより温暖化の抑制効果が認められれば廃水処理技術としての新しい価値

が見出されることから、産業現場への適用に向けた技術研究が更に持続的に展開されるも

のと考えられる。 

 

(6) 結 論 

以上の評価 5 項目の分析に基づき、本プロジェクトは実施すべきものと判断される。 
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